
各数値は令和３年７月における事業所規模１～４人の事業所の数値である。
（注）令和２年は、新型コロナウイルス感染症の拡大により特別調査を中止しており、代替措置として
　　　「小規模事業所勤労統計調査」を実施している。この調査は、調査対象の範囲、調査方法及び
　　　調査期日が異なることから、令和元年の結果と比較している。

１　結果の概要

（１）賃　金

① きまって支給する現金給与額

表１－１　産業別きまって支給する現金給与額及び規模別の格差

全国平均 本県30人 全国平均 本県30人 全国平均 本県30人

　　　=100 以上＝１００ 　　　=100 以上＝１００ 　　　=100 以上＝１００

調 査 産 業 計 191,996 96.0 70.6 254,615 95.6 78.3 139,140 92.4 70.6

（参考：令和元年） ( 211,291 ) ( 285,760 ) ( 154,963 )

建　設　業 235,137 90.0 69.5 263,931 89.3 74.0 151,159 93.1 69.2

製　造　業 221,419 107.9 74.0 272,891 105.6 81.0 151,496 286.5 78.4

卸売業,小売業 210,088 103.2 109.9 267,100 98.2 99.9 152,404 98.4 113.3

生活関連
ｻｰﾋﾞｽ業,娯楽業 137,160 90.1 116.9 119,566 55.6 70.4 141,489 104.3 179.5

（注）　本県３０人以上規模については、毎月勤労統計調査地方調査の令和３年７月分調査結果による。

　　　

図１－１　規模別きまって支給する現金給与額（調査産業計）

②　特別に支払われた現金給与額

 調査産業計（以下、特に断りのない限り調査産業計に関するものである。）の月間きまって支給

する現金給与額は、２年前と比べ19,295円（9.1%）減の191,996円であった。

 また、事業所規模１～４人のきまって支給する現金給与額の格差は、事業所規模３０人以上７月

分を 100とした場合に70.6であった。
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令和３年　毎月勤労統計調査特別調査の概要

　令和２年８月１日から令和３年７月３１日までの１年間に、賞与など特別に支払われた現金給
与額は、前年と比べ88,138円（9.1%）減の210,044円であった。
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表１－２　産業別年間特別に支払われた現金給与額と支給割合

実 額 実 額 支給割合 実 額 支給割合

円 円 円

調 査 産 業 計 210,044 1.09 270,365 1.06 158,101 1.14

（参考：令和元年） ( 298,182 1.41  ) ( 461,575 1.62  ) ( 174,295 1.12  )

建 　設　 業 154,278 0.66 180,341 0.68 77,855 0.52

製　 造　 業 181,249 0.82 265,127 0.97 67,222 0.44

卸売業，小売業 325,677 1.55 438,590 1.64 210,113 1.38
生活関連

ｻｰﾋﾞｽ業，娯楽業 16,605 0.12 22,566 0.19 15,092 0.11
（注1）　支給割合は、７月のきまって支給する現金給与額に対する年間特別に支払われた現金給与額の割合である。

（２） 労働時間・出勤日数

①  労働時間

②　出勤日数

表１－３　産業、規模別通常日１日の実労働時間等

産       　　業 本県 参考 本県 本県 参考 本 県
１～４人 （R元) 30人以上 １～４人 （R元) 30人以上

時間 時間 時間 時間 日 日 日 日

調 査 産 業 計 6.8 7.1 6.8 8.0 19.4 20.1 19.3 19.2

男 7.4 7.8 7.5 8.5 20.7 21.7 20.7 19.7

女 6.3 6.6 6.3 7.2 18.3 18.8 18.2 18.4

建 　設　 業 7.2 7.5 7.4 8.2 20.3 21.6 20.9 21.8

製　 造　 業 7.1 7.4 6.9 8.6 19.5 21.5 19.5 19.9

卸売業，小売業 7.1 7.0 7.0 7.1 20.1 19.8 20.0 18.1
生活関連

ｻｰﾋﾞｽ業，娯楽業 6.8 7.3 6.7 5.5 20.0 19.2 18.8 15.5

（注）　事業所規模３０人以上については、毎月勤労統計調査地方調査令和３年７月分であり、実労働時間は、月間総実労働時間数を

　　　出勤日数で除して算出している。

図６－２　通常日１日の実労働時間等の推移 
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図１－３　規模別常用労働者の産業別構成

表１－４　常用労働者の男女構成(1～4人規模）

男人数 比率 女人数 比率

人 人 ％ 人 ％

　　平成28年 24,187 11,656 48.2% 12,531 51.8%

　　平成29年 22,500 10,876 48.3% 11,624 51.7%

　　平成30年 22,204 9,605 43.3% 12,599 56.7%

　　令和元年 26,253 11,306 43.1% 14,947 56.9%

　　令和３年 27,484 12,580 45.8% 14,904 54.2%

区分

　令和３年７月３１日現在の事業所規模１～４人の事業所における常用労働者数は27,484人

で、２年前と比べ1,231人(4.7%）増加した。

  この内訳は、男が12,580人で前年と比べ1274人(11.3%）増加、女が14,904人で前年と比べ

43人(0.3%）減少となっている。

　産業別構成は、卸売業，小売業が22.6%と最も多く、次いで建設業が15.2%、製造業が

11.1%の順であった。
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２　統計表（令和３年７月）

常用労働者数(人) 月間出勤日数(日)
　通常日1日の

実労働時間数(時間)
月間定期給与(円)

特別に支払われた
給与（年間）(円)

調 査 産 業 計 27,484 19.4 6.8 191,996 210,044
男   12,580 20.7 7.4 254,615 270,365
女   14,904 18.3 6.3 139,140 158,101

鉱 業 , 採 石 業 ,

砂 利 採 取 業 計 - - - - -
男   - - - - -
女   - - - - -

建 設 業 計 4,188 20.3 7.2 235,137 154,278
男   3,119 20.8 7.5 263,931 180,341
女   1,069 19.0 6.5 151,159 77,855

製 造 業 計 3,057 19.5 7.1 221,419 181,249
男   1,761 20.3 7.6 272,891 265,127
女   1,296 18.4 6.5 151,496 67,222

電 気 ・ ガ ス ・

熱 供 給 ・ 水 道 業 計 - - - - -
男   - - - - -
女   - - - - -

情 報 通 信 業
計 x x x x x

男   x x x x x
女   x x x x x

運 輸 業 , 郵 便 業 計 x x x x x
男   x x x x x
女   x x x x x

卸 売 業 , 小 売 業 計 6,202 20.1 7.1 210,088 325,677
男   3,119 21.3 7.6 267,100 438,590
女   3,083 18.9 6.7 152,404 210,113

金 融 業 , 保 険 業 計 x x x x x
男   x x x x x
女   x x x x x

不 動 産 業 ,

物 品 賃 貸 業 計 x x x x x
男   x x x x x
女   x x x x x

学 術 研 究 , 専 門

・ 技 術 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 業 計 1,600 19 7 227,326 384,094
男   620 19 7 307,505 336,611
女   980 20 7 176,587 418,147

宿 泊 業 ,

飲 食 サ ー ビ ス 業 計 2,656 18.7 5.7 101,256 9,204
男   637 24.5 8.1 198,448 3,167
女   2,020 16.9 5.0 70,621 11,203

生活関連ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ業 ,

娯 楽 業 計 2,057 20.0 6.8 137,160 16,605
男   406 20.5 6.4 119,566 22,566
女   1,650 19.9 6.9 141,489 15,092

教育,学習支援業計 1,147 12.2 4.5 77,548 17,502
男   159 15.6 5.0 153,509 -
女   988 11.6 4.4 65,323 19,274

医 療 , 福 祉計 2,011 18.9 6.6 185,089 349,770
男   427 17.9 6.9 252,710 444,858
女   1,584 19.1 6.5 166,849 324,120

複合サービス事業計 x x x x x
男   x x x x x
女   x x x x x

サ ー ビ ス 業
（他に分類されないも

の ） 計 2,780 20.2 7.3 204,172 252,352
男   1,525 21.1 7.6 244,135 275,898
女   1,254 19.3 7.1 155,576 220,414

　注１　：「－」は該当数字なし、「Ｘ」は集計数が少ないため、公表していない。
　注２　：特別に支払われた給与は、勤続年数１年以上の常用労働者を対象に、令和２年８月から令和３年７月までの
　　　　　１年間に支払われたものの累計である。

産　　　業

常　　用　　労　　働　　者　　１　　～　　４　　人　　の　　事　　業　　所


